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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第74期

第３四半期

連結累計期間

第74期

第３四半期

連結会計期間

第73期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

売上高 （百万円） 133,383 39,905 186,264

経常利益 （百万円） 4,778 1,104 6,855

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,192 794 4,028

純資産額 （百万円） － 43,092 42,423

総資産額 （百万円） － 90,311 93,904

１株当たり純資産額 （円） － 1,373.08 1,353.95

１株当たり四半期（当期）
純利益

（円） 103.48 25.76 130.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） － 46.9 44.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 8,390 － △          937

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △        2,083 － △        2,218

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △          929 － 4,191

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － 19,501 14,523

従業員数 （人） － 2,601 2,719

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　

　

EDINET提出書類

黒田電気株式会社(E02853)

四半期報告書

 2/25



２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 2,601

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員の当第３四半期連結会計期間における平均雇用人員数は、従業員数の100分の10未満のため

記載を省略しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 449

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員の当第３四半期会計期間における平均雇用人員数は、従業員数の100分の10未満のため記載を

省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品　　目 　生産高(百万円)

電気材料 1,010

一般電子部品 1,658

その他 996

合　　　　計 3,665

（注）1　金額は、販売価格によっております。

2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

(2)　受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品　　目 　受注高(百万円) 　受注残高(百万円)

電気材料 921 112

一般電子部品 1,541 499

その他 722 828

合　　　　計 3,186 1,440

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品　　目 　販売高(百万円)

電気材料 17,604

一般電子部品 13,828

半導体 6,439

その他 2,032

合　　　　計 39,905

（注）1　主要な販売先については、総販売実績に対する割合が、100分の10未満のため記載を省略しております。

      2　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　経営成績の分析

　当第３四半期は、世界的な金融不安と国内外における個人消費の低迷や急激な円高の進行により、大変厳しい経営

環境で推移しました。

　自動車産業を始めとする実体経済への影響は、家電・電機業界にも及び、携帯電話や薄型テレビなどの需要の急激

な減少を受け設備投資の抑制や大幅な減産に踏み切る、といった企業の動きが広がるなど、当社の関連するエレクト

ロニクス業界においても、大きな影を落とすこととなりました。

　このような状況の下、当社グループは「攻めの姿勢で展開する」をスローガンに掲げ、売上高の拡大と収益の向上

に努めてまいりましたが、当社の重点戦略分野であるフラットパネルディスプレイ分野、自動車分野、携帯電話やデ

ジタルカメラなどの情報通信分野及びメカトロ分野のいずれも同様に影響を受けるに至りました。

　当第３四半期連結会計期間における連結業績の売上高は399億5百万円、営業利益は、主力エレクトロニクス関連の

急激な受注環境悪化と為替の影響により12億55百万円、経常利益は11億4百万円となりました。また、四半期純利益は

7億94百万円となりました。

　品目別の売上高は、次のとおりであります。なお、事業の種類別のセグメント区分は記載しておりません。

　電気材料は、液晶関連及び携帯電話向けの部品材料が減少したため、176億4百万円となりました。

　一般電子部品は、車載向けプリント基板が減少したものの部品実装基板が増加したため、138億28百万円となり

ました。

　半導体は、オプティカルディスクドライブ等の競争激化の影響を受け、64億39百万円となりました。

　その他は、設備投資凍結の煽りを受け、機械装置が減少し、20億32百万円となりました。

　

　また、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

　①日本

　　11月以降の受注環境の急速な悪化により、売上高は314億14百万円、営業利益は売上の低迷と為替の影響に

　よって7億31百万円となりました。

　②アジア

　　液晶関連部材やストレージ関連部品等、顧客最終製品の需要が低迷し、売上高は132億30百万円、営業利益

　は5億4百万円となりました。

　③北米

　　売上高は1億43百万円、営業利益は15百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は903億11百万円となり、前連結会計年度末に比べ35億93百万円の

減少となりました。資産合計の内訳は、流動資産が769億22百万円（前連結会計年度末比40億27百万円減）、固定資産

が133億88百万円（前連結会計年度末比4億33百万円増）であります。流動資産の主な減少要因は、現金及び預金74億

77百万円の増加があったものの、受取手形及び売掛金84億4百万円、有価証券25億円等の減少によるものであります。

負債合計は、472億18百万円となり、前連結会計年度末に比べ42億63百万円の減少となりました。負債合計の内訳

は、流動負債が400億97百万円（前連結会計年度末比37億89百万円減）、固定負債が71億20百万円（前連結会計年度

末比4億73百万円減）であります。流動負債の主な減少要因は、支払手形及び買掛金13億92百万円、未払法人税等11億

65百万円の減少によるものであります。固定負債の主な減少要因は、負ののれん4億82百万円の減少であります。

純資産合計は、430億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ6億69百万円の増加となりました。純資産合計の主

な増加要因は、利益剰余金22億67百万円の増加であります。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、195億1百万円と前四半期

連結会計期間末と比べて48億74百万円の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、63億31百万円の資金の増加となりました。これは税金等調整前四半期純利

益11億円に対し、法人税等の支払額11億40百万円、賞与引当金の減少額2億6百万円等の減少要因があったものの、売

上債権の減少額47億40百万円、仕入債務の増加額13億44百万円、減価償却費3億5百万円等の増加要因があったためで

あります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、13億4百万円の資金の減少となりました。これは投資有価証券の取得によ

る支出10億3百万円、出資金の払込による支出1億33百万円、有形固定資産の取得による支出1億16百万円等の減少要

因があったためであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、1億5百万円の資金の減少となりました。これは短期借入金の純増加額　3億

90百万円等があったものの、配当金の支払額4億62百万円等の減少要因があったためであります。

　

(4)　事業及び財務上の対処すべき課題

　世界的な景気減速が進むなか、実体経済においても先行き不透明な環境下にあり、当社グループの主たる顧客であ

る日系エレクトロニクスメーカー各社におきましても、大幅な事業の再編成・再構築が活発化しております。これに

伴い、当社グループといたしましても、業界動向の的確な把握のもとに、ビジネス環境の変化に即応すべく企業の役

割を見直し、存在価値を発揮するとともに、適切に対処することこそが最も重要な経営課題と認識しております。

　当社グループは「攻めの姿勢で展開する」を中期スローガンに定め、積極的なＭ＆Ａ、事業提携、資本提携を行うと

ともに、中核を構成するビジネスの拡大と新しいビジネスモデルの構築を図ってまいりましたが、大変厳しい環境下

の事業運営を展開するに至っております。

　これらをふまえ、新たに経営方針のひとつとして、この厳しい環境に打ち勝つ「強固な経営基盤を構築する」を掲

げ、これらの経営課題に積極的に取り組み、難局の打破に向けた行動を進めてまいります。

　こうした方針の下、当社グループは次の６項目を今後対処すべき重要課題と位置づけ企業活動を展開し、収益性向

上を追求してまいります。

①スリムな企業体質への変革（徹底したコスト削減の実施）

②「選択と集中」による不採算部門の再構築と収益力回復

③リスクマネジメントの徹底

④グローバルな事業展開に対応した人材教育と人材効率化

⑤積極的な投資（資本提携・事業提携・Ｍ＆Ａ）と「攻めの経営」の展開

⑥環境への積極的な取組み

　

(5)　研究開発活動

特に記載すべき事項はありません。

第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備について重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

　前四半期連結会計期間末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年２月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名
内容

普通株式 32,663,240 32,663,240

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株で
あります。

計 32,663,240 32,663,240－ －

（注）　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

2012年３月19日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成20年３月19日発行）

第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株)　（注）1,2 3,296,400

新株予約権の行使時の払込金額(円)     (注）2 新株予約権1個あたり5,000,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月２日
至　平成24年３月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額(円)　　 (注）3

発行価格　1,820

資本組入額　910

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使はで

きない。

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は会社法第
254条第２項本文及び第３項本文
の定めにより本新株予約権または
本社債の一方のみを譲渡すること
はできない。

代用払込みに関する事項 （注）4

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）5

新株予約権付社債の残高（百万円） 6,000
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（注）１ 　本新株予約権の行使により当社が交付する当社普通株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額合計額
を転換価額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな
い。なお、本新株予約権行使の結果単元未満株式が発生する場合には、当社は会社法に定める単元未満株式の
買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。

２ 　転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を
発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次に定める算式により調整される。なお、次の
算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。

　　　　　　　　　　　　　　既発行　＋　発行又は処分株式数　×　1株当たりの払込金額
調整後　　＝　調整前　　×　株式数　　　　　　　　　　　　　時価                   
転換価額　　　転換価額　　　　　　既発行株式数　＋　発行又は処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割または併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通
株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行が行われる場合
その他一定の場合にも適宜調整される。

３ 　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めると
ころに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生ずる場
合は、その端数を切り上げるものとする。

４ 　本新株予約権付社債の各社債権者が本新株予約権を行使したときは、本社債の金額の償還に代えて当該本
新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額を払込とする請求があったものとみなす。

５ 　当社は、当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設合併、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転
（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合には、本社債の繰上償還を行う場合を除き、当
該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対し、下記の条件に基
づく継承会社等の株式を目的とする新株予約権（以下「継承会社等の新株予約権」という。）を交付するも
のとする。

１）交付される継承会社等の新株予約権の数
組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株
予約権の数と同一の数とする。

２）継承会社等の新株予約権の目的である株式の種類
継承会社等の普通株式とする。

３）継承会社等の新株予約権の目的である株式の数
継承会社等の新株予約権の行使により交付される継承会社等の普通株式の数は、組織再編等の条件を

勘案のうえ、本新株予約権付社債の要項を参照して決定する。なお、転換価額は上記（注）２と同様の調
整に服する。

４）継承会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額
継承会社等の新株予約権の行使に際しては、継承された本社債を出資するものとし、当該本社債の価

額は、継承された本社債の額面金額と同等とする。

５）継承会社等の新株予約権を行使することができる期間
組織再編行為の効力発生日から本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

６）継承会社等の新株予約権の行使の条件
継承会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

　平成20年10月１日～

　平成20年12月31日
― 32,663 ― 6,545 ― 6,767

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、トゥイーディーブラウンカンパニー・エルエルシーから、平成20年10月20日付け

で、大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成20年10月14日現在で、以下の株式を保有している旨の報告を受

けていますが、当社としては、当第３四半期会計期間末における実質株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住　　所 所有株式数
（千株）

発行済株式数に対する
所有株式数の割合（％）

トゥイーディーブラウンカンパ
ニー・エルエルシー

アメリカ合衆国10022ニューヨーク州
ニュヨーク市パークアベニュー350

3,315 10.15

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんので

直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

①　【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
単元株式数は100株で
あります。普通株式 1,808,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,819,400 308,194
単元株式数は100株で
あります。

単元未満株式 普通株式 35,340 －
１単元（100株）未満
の株式であります。

発行済株式総数 32,663,240 － －

総株主の議決権 － 308,194 －

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 4,200株(議決権42個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式29株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

黒田電気株式会社
大阪市淀川区木川
東４丁目11番３号

1,808,500 － 1,808,500 5.53

計 － 1,808,500 － 1,808,500 5.53
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年

4月
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

最高(円) 1,5431,6231,6551,5691,3641,251 980 891 842

最低(円) 1,3031,4261,4871,3101,180 943 573 663 664

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（1）執行役の状況

　①　退任執行役

役名 職名 氏名 退任年月日

執行役専務 第二営業本部長 菅原　康典 平成20年12月19日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,501 10,023

受取手形及び売掛金 ※3
 43,731

※3
 52,135

有価証券 2,000 4,500

商品 10,440 10,459

製品 135 195

原材料 356 397

仕掛品 348 484

貯蔵品 9 12

その他 2,454 2,887

貸倒引当金 △55 △147

流動資産合計 76,922 80,949

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 3,432

※1
 3,763

土地 2,476 2,494

その他（純額） ※1
 1,366

※1
 1,639

有形固定資産合計 7,275 7,897

無形固定資産

のれん 410 593

その他 417 391

無形固定資産合計 827 985

投資その他の資産

投資有価証券 2,423 1,924

その他 2,867 2,158

貸倒引当金 △4 △9

投資その他の資産合計 5,286 4,073

固定資産合計 13,388 12,955

資産合計 90,311 93,904
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 35,528

※3
 36,920

短期借入金 2,066 2,084

未払法人税等 513 1,678

賞与引当金 371 638

その他 1,618 2,565

流動負債合計 40,097 43,887

固定負債

新株予約権付社債 6,000 6,000

長期借入金 22 72

退職給付引当金 492 476

役員退職慰労引当金 36 31

負ののれん 143 626

その他 426 388

固定負債合計 7,120 7,594

負債合計 47,218 51,481

純資産の部

株主資本

資本金 6,545 6,545

資本剰余金 6,767 6,767

利益剰余金 32,076 29,808

自己株式 △1,903 △1,903

株主資本合計 43,486 41,219

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △584 △225

繰延ヘッジ損益 3 0

土地再評価差額金 184 184

為替換算調整勘定 △724 597

評価・換算差額等合計 △1,120 556

少数株主持分 726 647

純資産合計 43,092 42,423

負債純資産合計 90,311 93,904
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 133,383

売上原価 117,110

売上総利益 16,272

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 2,765

給料手当及び賞与 3,927

賞与引当金繰入額 268

退職給付費用 292

その他 4,586

販売費及び一般管理費合計 11,841

営業利益 4,431

営業外収益

受取利息 88

負ののれん償却額 482

その他 284

営業外収益合計 856

営業外費用

支払利息 43

為替差損 411

その他 55

営業外費用合計 509

経常利益 4,778

特別損失

たな卸資産評価損 194

投資有価証券評価損 38

ゴルフ会員権評価損 18

特別損失合計 251

税金等調整前四半期純利益 4,527

法人税等 ※
 1,237

少数株主利益 97

四半期純利益 3,192

EDINET提出書類

黒田電気株式会社(E02853)

四半期報告書

14/25



【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 39,905

売上原価 35,161

売上総利益 4,743

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 699

給料手当及び賞与 1,084

賞与引当金繰入額 242

退職給付費用 107

その他 1,353

販売費及び一般管理費合計 3,487

営業利益 1,255

営業外収益

受取利息 25

負ののれん償却額 11

その他 113

営業外収益合計 149

営業外費用

支払利息 11

為替差損 271

その他 17

営業外費用合計 300

経常利益 1,104

特別損失

投資有価証券評価損 4

特別損失合計 4

税金等調整前四半期純利益 1,100

法人税等 ※
 268

少数株主利益 37

四半期純利益 794
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,527

減価償却費 871

のれん償却額 △299

貸倒引当金の増減額（△は減少） △89

賞与引当金の増減額（△は減少） △266

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △104

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4

受取利息及び受取配当金 △129

支払利息 43

投資有価証券評価損益（△は益） 38

売上債権の増減額（△は増加） 6,976

たな卸資産の増減額（△は増加） △138

仕入債務の増減額（△は減少） △41

その他 △308

小計 11,100

利息及び配当金の受取額 142

利息の支払額 △43

法人税等の支払額 △2,810

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,390

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △494

投資有価証券の取得による支出 △1,113

子会社出資金の取得による支出 △234

出資金の払込による支出 △133

その他 △108

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,083

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 65

長期借入金の返済による支出 △49

配当金の支払額 △925

その他 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー △929

現金及び現金同等物に係る換算差額 △421

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,955

現金及び現金同等物の期首残高 14,523

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 22

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 19,501
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日）

１　連結の範囲に関する

　　事項の変更

(1)連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、黒田電子（深?）有限公司は重要性が増したため、連

結の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

16社

２　会計方針の変更

 
(1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し、通常の販売目的で保有する

たな卸資産について、従来主として移動平均法による原価法によっておりましたが、主

として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更して

おります。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上総利

益、営業利益及び経常利益が108百万円、税金等調整前四半期純利益が302百万円それぞ

れ減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント情報）に記載しております。

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間から「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第18号　平成18年５月17

日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

当該変更に伴う当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。な

お、セグメント情報に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。

(3)「リース取引に関する会計基準」の適用

第１四半期連結会計期間から「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　企業会計基準第13号　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日）及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第16

号　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日）を早期に適用し、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として有形固定資産

及び無形固定資産に含めて計上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。

当該変更に伴う当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。な

お、セグメント情報に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１　たな卸資産の評価方法

 

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、

第２四半期連結累計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の

　　算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。

３　繰延税金資産及び繰延

　　税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合は、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日)

税金費用の計算 税金費用に関しては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前

四半期純利益（累計期間）に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっており

ます。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

機械装置の耐用年数変更に

ついて

従来、機械装置については法人税法に規定する方法と同一の基準を採用しており

ましたが、平成20年度の法人税法改正を契機に耐用年数を見直し、第１四半期連結会

計期間より変更を行っております。

当該変更に伴う当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 8,297百万円

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 8,106百万円

２　偶発債務

関係会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり保証を行っております。

　
２　偶発債務

関係会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり保証を行っております。

(保証債務)

天津黒田貿易有限公司 40百万円

大連黒田貿易有限公司 57百万円

クロダエレクトリックチェコs.r.o.92百万円

計 190百万円

 

(保証債務)

天津黒田貿易有限公司 40百万円

大連黒田貿易有限公司 48百万円
計 88百万円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

　　いては手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

おります。

受取手形 212百万円

支払手形 716百万円

 

※３　―

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

※　　当第３四半期連結累計期間における税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理によ

り計算しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

※　　当第３四半期連結会計期間における税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理によ

り計算しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　(平成20年12月31日現在)

現金及び預金勘定 17,501百万円

有価証券 2,000百万円

現金及び現金同等物 19,501百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 32,663,240

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 1,808,529

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月９日
取締役会

普通株式 462 15平成20年３月31日平成20年６月27日利益剰余金

平成20年10月31日
取締役会

普通株式 462 15平成20年９月30日平成20年12月10日利益剰余金

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

４　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比

べて著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　ヘッジ会計をすべて適用しているため、該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

当社グループは、電気材料、一般電子部品、半導体等の販売を主たる事業として行っております。従たる事業として

機器・装置等の製作を行っておりますが、小規模な事業であり全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占

める割合がいずれも10％未満でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

当社グループは、電気材料、一般電子部品、半導体等の販売を主たる事業として行っております。従たる事業と

して機器・装置等の製作を行っておりますが、小規模な事業であり全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計

額に占める割合がいずれも10％未満でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

（単位：百万円）

日　本 アジア 北　米 計
消去又は

全社
連　結

売　　　 　上 　　　　高

(1)外部顧客に対する売上高 26,791 13,070 43 39,905 － 39,905

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,623 160 99 4,883（4,883) －

計 31,414 13,230 143 44,788（4,883) 39,905

営　　 業　　　利　　 益 731 504 15 1,251 4 1,255

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

アジア……シンガポール、中国、タイ、フィリピン

北　米……米国

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

（単位：百万円）

日　本 アジア 北　米 計
消去又は

全社
連　結

売　　　 　上 　　　　高

(1)外部顧客に対する売上高 94,92438,327 131 133,383 － 133,383

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

16,815 1,296 248 18,360（18,360) －

計 111,73939,624 380 151,744（18,360)133,383

営　　 業　　　利　　 益 3,355 877 17 4,250 181 4,431

（注）１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

アジア……シンガポール、中国、タイ、フィリピン

北　米……米国

２　会計方針の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」2（1）に記載のとおり、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第９号　平成１８年７月５日）を第１四半期連結

会計期間から適用しております。この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して、当第３四半期連

結累計期間における日本国の営業利益が108百万円減少しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

（単位：百万円)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海　　　外　　　売　　　上　　　高 16,420 3,719 20,140

Ⅱ　連　　　結　　　売　　　上　　　高 － － 39,905

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 41.2 9.3 50.5

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

ア　 ジ 　ア……シンガポール、中国、タイ、フィリピン、台湾

その他の地域……米国、ポーランド

　

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

（単位：百万円)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海　　　外　　　売　　　上　　　高 54,128 14,268 68,396

Ⅱ　連　　　結　　　売　　　上　　　高 － － 133,383

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 40.6 10.7 51.3

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

ア　 ジ 　ア……シンガポール、中国、タイ、フィリピン、台湾

その他の地域……米国、ポーランド
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,373.08円１株当たり純資産額 1,353.95円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 43,092 42,423

純資産の合計額から控除する金額（百万円） 726 647

　（うち少数株主持分）（百万円） (726) (647)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（前連結
会計年度末）の純資産額（百万円）

42,366 41,775

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（前連結会計年度末）の普通株
式の数（千株）

30,854 30,854

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 103.48円

潜在株式調整後　　　　　　　　
１株当たり四半期純利益

－円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益

　四半期純利益（百万円） 3,192

　普通株主に帰属しない金額（百万円） －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 3,192

　期中平均株式数（千株） 30,854

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益の算定に含めなかった
潜在株式について、前連結会計年度末から重要
な変動があった場合の概要

－
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)
　

１株当たり四半期純利益 25.76円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

－円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益

　四半期純利益（百万円） 794

　普通株主に帰属しない金額（百万円） －

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 794

　期中平均株式数（千株） 30,854

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益の算定に含めなかった
潜在株式について、前連結会計年度末から重要
な変動があった場合の概要

－

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

２【その他】

第74期（平成20年４月１日から平成21年３月31日）中間配当につきましては、平成20年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議し、配当を行っております。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 462百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　15円00銭

③　支配請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成20年12月10日

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月９日

黒田電気株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　井　　一　　男　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　山　　和　　弘　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　宮　　本　　敬　　久　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている黒田

電気株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、黒田電気株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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